
1 

 

事 務 連 絡 

令 和 ４ 年 ３ 月 18 日 

 

   

 

各           衛生主管部（局） 御中 

             

 

      

                          

厚生労働省健康局がん・疾病対策課 

 健 康 課  

 

 

避難所等における食物アレルギー疾患を有する被災者への対応について（依頼） 

 

今般、アレルギー疾患対策基本法（平成 26 年法律第 98 号）に基づき策定されたアレル

ギー疾患対策の推進に関する基本的な指針（平成 29 年厚生労働省告示第 76 号。以下「基

本指針」という。）を改正し、別紙のとおり都道府県知事等宛て通知しました。 

基本指針第５（３）イにおいて、「国は、平時から、避難所における食物アレルギー疾

患を有する者への適切な対応に資する取組を地方公共団体と連携して行うとともに、災害

時においては、乳アレルギーに対応したミルク等の確実な集積と適切な分配に資するため、

それらの確保及び輸送を行う。また、地方公共団体は、食物アレルギーに対応した食品等

を適切なタイミングで必要な者へ届けられるよう、防災担当部署等の被災者支援に関わる

部署とアレルギー疾患対策に関わる部署等が連携し、可能な場合には関係団体や専門的な

知識を有する関係職種の協力を得て、避難所における食物アレルギーを有する者のニーズ

の把握やアセスメントの実施、国及び関係団体からの食料支援も活用した食物アレルギー

に配慮した食品の確保等に努める」こととされました。 

災害時においては、被災者の健康面への様々な悪影響が懸念されます。食事・栄養は健

康管理上、極めて重要な要素の一つであり、食物アレルギー疾患を有する者については、

避難所等においてそのニーズに応じた適切な対応を求められることが想定されます。 

公益社団法人日本栄養士会には、被災自治体と連携の下、被災地の状況に応じて「特殊

栄養食品ステーション」を設置し、アレルギー対応食を含む個別のニーズに応じた食品等

の提供に御協力いただいています。貴職におかれましては、基本指針の趣旨を御了知いた

だくとともに、災害時に食物アレルギー疾患を有する者を含む個別のニーズに応じた栄

養・食生活の支援について適切に対応を行うため、平時から各都道府県栄養士会等の関係

団体及び都道府県内の連携体制の構築に努めていただくよう御願いいたします。 

なお、本事務連絡の内容については内閣府政策統括官（防災担当）と調整済みであるこ

とを申し添えます。 
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<照会先> 

厚生労働省健康局がん・疾病対策課 

       桑原・塚本・中神 

電話（代表）03-5253-1111(内)2291、2359 

 

厚生労働省健康局健康課 栄養指導室 

       齋藤・佐々木 

       電話（代表）03-5253-1111(内)2953、2951



3 

 

（参考）関係法令 

 

 

○アレルギー疾患対策基本法（平成26年法律第98号） 

第 11 条 厚生労働大臣は、アレルギー疾患対策の総合的な推進を図るため、アレル

ギー疾患対策の推進に関する基本的な指針（以下「アレルギー疾患対策基本指針」

という。）を策定しなければならない。 

 

 

○アレルギー疾患対策の推進に関する基本的な指針（平成29年厚生労働省告示第76号） 

第５（３） 

ア 国及び地方公共団体は、平時において、関係学会等と連携体制を構築し、様々

な規模の災害を想定した対応の準備を行う。 

イ 国は、平時から、避難所における食物アレルギー疾患を有する者への適切な対

応に資する取組を地方公共団体と連携して行うとともに、災害時においては、乳

アレルギーに対応したミルク等の確実な集積と適切な分配に資するため、それら

の確保及び輸送を行う。また、地方公共団体は、食物アレルギーに対応した食品

等を適切なタイミングで必要な者へ届けられるよう、防災担当部署等の被災者支

援に関わる部署とアレルギー疾患対策に関わる部署等が連携し、可能な場合には

関係団体や専門的な知識を有する関係職種の協力を得て、避難所における食物ア

レルギーを有する者のニーズの把握やアセスメントの実施、国及び関係団体から

の食料支援も活用した食物アレルギーに配慮した食品の確保等に努める。 

 

 


